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平成２９年度

統 計 表

表１ 相談総件数

（単位：件，％）
年 度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度
（西 暦） ２０１３ ２０１４ ２０１５ ２０１６ ２０１７

件 数 5,719 5,508 5,755 5,398 5,089

増 加 率 2.6 △ 3.7 4.5 △6.2 △5.7

表２ 商品・役務（サービス）別相談件数
（単位：件，％）

区分 順位 商品・役務名 ２８年度 ２９年度 増 減 備 考
構成比 構成比 増加率

１ 商 品 一 般 259 673 414 不審な電話，不審なメールなど
4.8 13.2 159.8

２ 食 料 品 342 297 △45 健康食品，青汁，サプリメントなど
6.3 5.8 △13.2

商 ３ 教養娯楽品 319 267 △52 携帯電話，新聞，スマートフォン，パ
5.9 5.2 △16.3 ソコンソフトなど

４ 住 居 品 220 196 △24 消火器，エアコン，カセットボンベ，
4.1 3.9 △10.9 洗濯機など

品 ５ 保健衛生品 173 161 △12 化粧品，電位治療器など
3.2 3.2 △6.9

６ 被 服 品 172 153 △19 洋服，アクセサリー，履物など
3.2 3.0 △11.0

そ の 他 341 315 △26
6.3 6.2 △7.6

商 品 計 1,826 2,062 236
33.8 40.5 12.9

１ 運輸・通信 1,668 1,438 △230 アダルト情報サイト，光卸回線，有料
サービス 30.9 28.3 △13.8 動画サイト，情報商材など

２ 金融・保険 421 414 △7 借金，ヤミ金，クレジットカード，多
サービス 7.8 8.1 △1.7 重債務，仮想通貨など

役 ３ レンタル・リース 245 218 △27 賃貸アパート等の敷金・家賃など
・貸借 4.5 4.3 △11.0

４ 保健・福祉 190 187 △3 脱毛エステ，医療サービス，年金，歯
サービス 3.5 3.7 △1.6 科治療など

務 ５ 他の役務 271 158 △113 探偵，冠婚葬祭互助会など
5.0 3.1 △41.7

６ 工事・建築・加工 172 121 △51 リフォーム工事，新築住宅，塗装工事
3.2 2.4 △29.7 など

そ の 他 305 249 △56
5.7 4.9 △18.4

役 務 計 3,272 2,785 △487
60.6 54.7 △14.9

他 の 相 談 300 242 △58
5.6 4.8 △19.3

合 計 5,398 5,089 △309
100.0 100.0 △5.7

※各構成比の合算値は，四捨五入の関係で，合計と一致しない場合がある。（以下の表も同じ）
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表３ 内容別相談件数

（単位：件，％）
年度 ２８年度 ２９年度 増減

件 数 対相談件数 件 数 対相談件数 件 数
区分 割合 割合

構成比 (5,398) 構成比 (5,089) 増加率
契約・解約 4,107 4,012 △95

42.5 76.1 44.7 78.8 △2.3
販 売 方 法 2,746 2,365 △381

28.4 50.9 26.3 46.5 △13.9
価格・料金 1,160 926 △234

12.0 21.5 10.3 18.2 △20.2
接 客 対 応 477 508 31

4.9 8.8 5.7 10.0 6.5
品質・機能 480 416 △64
役 務 品 質 5.0 8.9 4.6 8.2 △13.3
法規・基準 198 277 79

2.0 3.7 3.1 5.4 39.9
表示・広告 280 231 △49

2.9 5.2 2.6 4.5 △17.5
そ の 他 216 241 25

2.2 4.0 2.7 4.7 11.6
合 計 9,664 8,976 △688

100.0 179.0 100.0 176.4 △7.1
※１件の相談で複数の内容にわたるものがあり，件数合計は相談総件数を上回る。

表４ 販売形態別相談件数

（単位：件，％）
区分 ２８年度 ２９年度 増 減

販売形態 構成比 構成比 増加率
通信販売 1,870 1,740 △130

34.6 34.2 △7.0
訪問販売 470 326 △144

8.7 6.4 △30.6
家庭訪販 327 239 △88

無 6.1 4.7 △26.9
点検商法 18 13 △5

0.3 0.3 △27.8
店 アポイントメント 9 3 △6

セールス 0.2 0.1 △66.7
ＳＦ(催眠) 8 5 △3

舗 商法 0.1 0.1 △37.5
電話勧誘販売 413 302 △111

7.7 5.9 △26.9
販 マルチ・マルチ 97 86 △11

まがい取引 1.8 1.7 △11.3
送りつけ商法 5 8 3

売 （ネガティブ・オプション） 0.1 0.2 60.0
その他無店舗 28 18 △10
販売 0.5 0.4 △35.7
訪問購入 58 54 △4

1.1 1.1 △6.9
小 計 2,941 2,534 △407

54.5 49.8 △13.8
店舗購入 1,279 1,063 △216

23.7 20.9 △16.9
不 明 1,178 1,492 314

21.8 29.3 26.7
合 計 5,398 5,089 △309

100.0 100.0 △5.7
※訪問販売の内訳は，販売方法の主なものを計上してある。
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表５ 当事者の年代別相談件数
（単位：件，％）

２８年度 ２９年度 増 減
区 分 件 数 構成比 件 数 構成比 件 数 増加率
20歳未満 126 2.3 102 2.0 △24 △19.0
20歳代 449 8.3 375 7.4 △74 △16.5
30歳代 538 10.0 446 8.8 △92 △17.1
40歳代 736 13.6 623 12.2 △113 △15.4
50歳代 711 13.2 831 16.3 120 16.9
60歳代 972 18.0 1,051 20.7 79 8.1
70歳以上 977 18.1 876 17.2 △101 △10.3
その他・不明 889 16.5 785 15.4 △104 △11.7
合 計 5,398 100.0 5,089 100.0 △309 △5.7

表６ 若年者（３０歳未満）と高齢者（６０歳以上）の相談件数の推移
（単位：件，％）

若年者（３０歳未満） 高齢者（６０歳以上）
区 分 件 数 構成比 件 数 構成比
元年度 ８９６ ２２.７ ６１９ １５.７
５年度 １,２４５ ２７.８ ８０９ １８.１
10年度 １,６９７ ２８.３ １,３５５ ２２.６
13年度 ２,０５２ ２２.０ ２,３５３ ２５.２
14年度 ２,６４３ ２４.９ ２,２９９ ２１.７
15年度 ５,９１６ ３２.２ ２,６２５ １４.３
16年度 ４,９９９ ２５.６ ３,１４４ １６.１
17年度 ２,４３３ １９.７ ３,５３６ ２８.６
18年度 １,８５９ １８.４ ２,６３９ ２６.１
19年度 １,５０８ １８.１ １,９８８ ２３.９
20年度 １,２６０ １７.４ １,９９４ ２７.５
21年度 １,０３８ １４.９ ２,０６４ ２９.６
22年度 ９０９ １３.８ ２,１０９ ３２.１
23年度 ８８４ １４.０ １,９７５ ３１.３
24年度 ６５９ １１.８ ２,００７ ３６.０
25年度 ６０６ １０.６ ２,０１９ ３５.３
26年度 ５８６ １０.６ １,９１９ ３４.８
27年度 ６３５ １１.０ １,９８４ ３４.５
28年度 ５７５ １０.７ １,９４９ ３６.１
29年度 ４７７ ９.４ １,９２７ ３７.９

表７ 若年者に多い商品・役務（サービス）件数（上位５位）
（単位：件）

順位 商品・役務（サービス） ２８年度 ２９年度 増 減 備 考
１ 放送・コンテンツ等 １８５ １３２ △５３ アダルト情報サイト，出会い系サイ

トなど
２ 美理容 ２３ ３２ ９ 脱毛エステなど
３ レンタル・リース・貸借 ４０ ２８ △１２ 賃貸アパートなど
４ 融資サービス ２４ ２６ ２ フリーローン・サラ金など
５ 健康食品 １７ ２２ ５ ダイエットサプリメントなど

表８ 高齢者に多い商品・役務（サービス）件数（上位５位）
（単位：件）

順位 商品・役務（サービス） ２８年度 ２９年度 増 減 備 考
１ 商品一般 １１１ ３８２ ２７１ 不審な電話，商品に関する一般的な

相談など
２ 放送・コンテンツ等 ３５５ ３５５ ０ アダルト情報サイト，有料動画サイ

ト，ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾝﾃﾝﾂ架空請求など
３ インターネット通信サー １１０ ８０ △３０ 光卸回線，プロバイダ変更など

ビス
４ 相談その他 ９３ ７９ △１４ 個人間貸借，不審な電話など
５ 健康食品 ８９ ７０ △１９ 健康食品
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平成２９年度消費生活相談統計表（説明）

● 相談総件数 （表１）

＊ 相談総件数は５，０８９件で，前年度に比べ３０９件(５.７％)減少した。

● 商品・役務（サービス）別相談件数 （表２）

＊ 「商品」で最も多かったのは，「商品一般」の６７３件で，前年度（２５９件）
より増加した。その内容は，公的な機関であるかのような団体名を使ったはがき
による身に覚えのない請求に関する相談が多かった。

＊ 「役務」で最も多かったのは，前年度に引き続き「運輸・通信サービス」の
１，４３８件で，前年度に比べ２３０件(１３.８％)減少した。その内容は，アダ
ルト情報サイトや光卸回線，有料動画サイトなどに関する相談が多かった。

● 内容別相談件数 （表３）

＊ 前年度と同様に「契約・解約」に関する相談が最も多く，相談全体の７８.８％
を占めている。

＊ 次いで多いのが「販売方法」に関する相談で，相談全体の４６.５％を占めてい
る。

● 販売形態別相談件数 （表４）

＊ 「通信販売」や「訪問販売」などの「無店舗販売」の相談件数は２，５３４件
で，相談件数全体の４９.８％を占め，前年度に比べ１３．８％減少した。

＊ 「無店舗販売」の中では，通信販売が７.０％減少している。また，送り付け商
法が件数は８件と少ないものの前年度に比べ６０．０％増加した。

● 当事者年代別の相談件数・相談内容 （表５～８）

＊ 年代別相談件数は，６０歳代が１，０５１件(２０.７％)と，すべての年代中で
最も多くなっている。次いで７０歳代以上，５０歳代の順となった。

● 若年者と高齢者の相談件数の推移

＊ 若年者(３０歳未満)の相談件数は，平成１５年度をピークに減少傾向にあり，
平成２９年度は，４７７件であった。

＊ 高齢者(６０歳以上)の相談件数は，平成１７年度をピークに減少傾向であるも
のの，平成１９年度からは２，０００件前後で推移しており，平成２９年度は，
１，９２７件であった。

● 若年者・高齢者に多い商品・役務

＊ 若年者(３０歳未満)の相談件数は４７７件で，前年度に比べ９８件(１７.０％)
減少した。相談件数で多かったのは，①放送・コンテンツ等，②美理容，③レン
タル・リース・貸借の順であった。

＊ 高齢者(６０歳以上)の相談件数は１，９２７件で，前年度に比べ２２件(
１.１％)の減少となった。相談件数で多かったのは，①商品一般，②放送・コン
ンテンツ等，③インターネット通信サービスの順であった。特に，架空請求に関
する相談が依然として多かった。


